


　人類の営みが地球環境にダメージを与えつつあるという認識を世界が共有し、あらゆるレベ

ルで真摯な環境保全活動が行われています。個々には大きな成果をあげつつあるものの、C02の

増加を始めとして、オゾン層の破壊やエネルギー消費拡大、熱帯林の減少など地球全体として

の環境悪化は止まず、人類は社会経済活動の方向転換を迫られています。

�　　

�建設産業は、国土の開発･保全や社会資本の整備に力を尽くしてきましたが、一方で環境に対

して大きな負荷をかけてきたという面も否定できません。建設に携わる企業は、地球環境の保

全に対して重大な社会的責任を負っており、省資源・省エネルギー、資源循環型社会の構築に

積極的に取り組んでいるところであります。

�

�弊社は1992年に｢奥村組地球環境保全に関する指針｣を制定し、環境保全に対する企業として

の決意を改めて表明いたしました。また、1997年には｢奥村組環境保全行動計画｣を策定し、環

境活動に対する理念を明確にするとともに具体的な活動の方向を示し、この理念のもとに全支

社店、工事所をあげて環境保全活動を精力的に実践してきました。

�1998年には環境マネジメントシステム(ISO14001)に取り組み、2001年5月には全支社店で認証

取得を完了しております。

�

�この環境報告書は、2000年度の弊社の環境保全活動をまとめたものです。まだまだ十分とは

言えませんが、奥村組の環境への取り組みを社会に情報開示し、皆様とのコミュニケーション

を深めたいと考えています。

�

�奥村組は、次代へよりよい環境を残すことが我々の重要な使命であるとの認識に立ち、環境

保全活動に関する技術開発をさらに進め、環境問題の解決の一翼を担う決意をしております。

�今後とも、弊社の環境保全活動にご理解をいただきますとともに、本報告書に対するご意見

をいただければ幸いです。

�

本報告書の対象組織は、奥村組の本社および全支社店

であり、関連会社は含んでいません。

対象期間は、2000年4月1日～2001年3月31日です。



　行動指針
（１）省資源・省エネルギー活動の推進

      資源の有効活用とリサイクルを積極的にすすめ、資源の消費量を低減するとともに、エネ

      ルギーの高効率利用をすすめ、エネルギー消費量の低減を図る。

�    企画・設計、施工段階ではそれぞれの内容に応じて環境影響に配慮した活動を実施すると

      ともに、事務所等では身近な活動を通じて省資源・省エネに努める。

�

（２）建設副産物の発生の抑制、再利用の促進及び適正処理

      施工に伴い発生する建設副産物の取扱いは、法律、条例、ガイドライン等を遵守し、発生

      の抑制、適正な分別・保管・収集・運搬・再生・処分を行い、資源の有効活用に努めると 

      ともに、公害の防止、生活環境の保全を図る。

�

（３）建設公害の防止の徹底

      施工段階における騒音、振動等の建設公害を防止するため、法律、条例、ガイドライン等

      の環境基準を遵守し、現場周辺の地域環境に対する負荷の低減を図るとともに、よりよい

      地域環境の創造に積極的に貢献する。

�

（４）環境保全に関する技術開発、技術提案の推進

�    環境保全の重要性を認識し、省資源・省エネルギーを達成することを可能とする技術、環

      境に対する負荷を極力低減させる技術、環境コストの低減を図る技術を開発するとともに、      

　　　新技術の普及・促進が図れる体制を整備する。環境保全に関して保有する技術、工法の採  

      用を企画・設計段階で発注者に積極的に提案する。

�

（５）環境教育の推進

      職員、協力会社に対し、幅広く環境保全に関する教育、研修、広報を行い、環境に対する

      理解や、認識を深め、それぞれの持ち場での日常業務の中で環境に配慮と責任を持って取

      り組むよう意識の変革を図る。また環境問題について、社内外に広く情報の提供を行う。
�

�奥村組の企業理念

�　何よりも「信頼性」を大切にし、

           堅実で調和のとれた総合建設業者として、

�                               社会の発展に寄与する

�     奥村組環境保全行動計画

　基本理念

【理　念】 奥村組は「環境創造産業」である建設業の一員として、「人と地球にやさ
           しい環境」の創造と保全を目指す。
�
【姿　勢】 環境問題に対して全社をあげて計画的、継続的な活動に取り組み、常に環
           境負荷の低減に配慮するとともに、環境保全に関する技術開発を積極的に
           推進し、企業の社会的使命を果たす。

�　社　名　　　　　     株式会社　奥村組

�　創　業　　　　　     明治40年(1907年)2月

�　創　立　　　　        昭和13年(1938年)3月

�　資本金　　　　　    198億円

�　受注高　　　　      2,159億円（平成13年3月期）

�　売上高　　　　      2,522億円（平成13年3月期）

�　従業員数　　　     3,223名（平成13年3月現在）

�　本社の所在地　   大阪市阿倍野区松崎町2-2-2　　　　　　　　

�　支社、支店　　   　支社：東京、関西

�　　　　　　　　       　支店：札幌、東北、名古屋、広島、四国、九州

�

�

会社概要

�　　1992年12月     ｢奥村組地球環境保全に関する指針｣制定

�　 (1996年 6月　　　ISO14001発行)

�　　1997年 1月　　　｢奥村組環境保全行動計画」策定

�　　1997年 4月　　　全支社店で環境保全活動開始

�　　1999年 5月　　　東京支社、関西支社ISO14001運用開始

�　　2000年 5月　　　東京支社、関西支社認証取得

�　　2000年 5月　　　6支店でISO14001運用開始

�　　2001年 3月　　　札幌支店、東北支店、名古屋支店、広島支店、九州支店認証取得

�　　2001年 5月　　　四国支店認証取得(全支社店認証取得完了)

�

�

活動の経緯
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１．土木設計における環境配慮

  土木設計部門では、1999 年以降環境側面を

反映させた「環境配慮設計チェックシート」を作

成し、環境評価を行っています。設計プロジェクト

において配慮した環境影響の割合は円グラフに

示すとおりです。

■環境配慮設計の事例

ハニカムセグメント工法による二次覆工省略

  シールド工事において、当社が開発したハニカム

セグメント工法で設計することにより二次覆工を省略

しました。この結果、従来工法に比べてＣＯ2排出量を

26％削減できました。

　環境配慮設計を推進するために対象プロジェ

クトについて、環境重点項目を定め管理すること

を目標に活動を行いました。2000 年度は、全社の

土木設計部門において設定した環境目標を達

成しています。

設設計計ににおおけけるる環環境境 保保全全 活活 動動

環境配慮設計チェックシート

ハニカムセグメント覆工状況

周辺環境

49%

地盤環境
23%

水系環境

14%

建設副産物
7%

温暖化・資源の枯

渇・熱帯林の減少
7%

環境影響に配慮した割合
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２．建築設計における環境配慮

建 築 設 計 部 門 で は 、 ISO14001 への取り

組 み の 全 社 共 通 の 環 境 目 標 と し て「省エ

ネ ル ギ ー 配 慮 設 計 」 を 取 り 上 げ て 活 動 し

て い ま す 。 省 エ ネ ル ギ ー 配 慮 設 計 項 目 と

そ の 配 慮 し た 率（採用　・ 提 案 技 術 項 目

比率）を記録することを目的として「省エネ

ルギー設計技術チェックシート」を作成し

ました。

　 全 社 の 建 築 設 計 部 門 で は 、 対 象 プ ロ ジ

ェクトを定め、上記チェックシートへの省エ

ネ ル ギ ー 配 慮 設 計 項 目 の 記 録 と 採 用 　・

提 案 技 術 項 目 比 率 の 設 定 目 標 の 達 成 を

2000 年度環境目標として活動を行いまし

た。2000 年度の全社の活動対象プロジェ

クト総数は 21 件であり、いずれも設定した

環境目標値を達成しています。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

■ 省 エ ネ ル ギ ー 配 慮 設 計 の 事 例

橿 原 神 宮 崇 敬 会 館

　当建物は、神武天皇御鎮座 1 1 0 周 年 を

迎 え る 橿 原 神 宮（ 奈 良 県 橿 原 市 ） の 記 念

事業として計画され、当社が開発した「 低

温冷風パッシブリズミング空調システム」を

採用しています。同システムは、断続的に

室温を変化させることによって、従来の連

続運転する均一空調よりも快適になるとと

もに、空調の省エネルギー（ランニングコス

トの低減）となる空調システムです。

　　　　　　　　　　　　

　　　　

省エネルギー設計技術チェックシート

橿原神宮崇敬会館

測定データ（２月１２日）

18.0
19.0
20.0
21.0
22.0
23.0
24.0
25.0

11:40 12:10 12:40 13:10 13:40 14:10 14:40

時間

温度℃

室内温度

低温冷風パッシブリズミング空調システム

測定データ（８月２１日）

21.0
22.0
23.0
24.0
25.0
26.0
27.0
28.0

10:00 10:30 11:00 11:30 12:00 12:30 13:00

時間

温度℃

室内温度
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１．建設廃棄物の削減

(1)建設廃棄物発生量の推移

過去４年間の建設廃棄物発生量の推移

について見ると、1999 年度まで上昇傾向に

あった発生量は 2000 年度には減少していま

す。2000 年度の土木工事の建設廃棄物発

生量は 63.9 万トンで、1999 年度よりも 8.4

万トン減少しました。しかし、建築工事の建設

廃棄物発生量は 15.6 万トンで、1999 年度よ

り 4.4 万トン増加しました。

(2)建設廃棄物の種類別発生量

2000 年度の土木工事と建築工事全体に

おける建設廃棄物の発生量を種類別に見

ると、1999 年度と同様に発生量全体の 85％

を汚泥とコンクリート塊で占めていました。

２．リサイクルの取り組み

建設工事で発生する建設廃棄物を積極

的に再生資源として循環利用しており、リサ

イクル率は年々向上しています。2000 年度

のコンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊

のリサイクルはそれぞれ 95.4、95.6％でした。

リサイクル率を 1999 年度と比べると、建設発

生土、アスファルト・コンクリート塊、コンクリー

ト塊、建設汚泥、混合廃棄物、木くずのすべ

てが向上しており、旧建設省設定の「建設リ

サイクル推進計画　’97」2000 年度目標値を

概ね達成しています。

　　  施施工工ににおおけけるる環環境境保保全全活活動動

建設廃棄物の発生量とリサイクル率

37.3
51.4

59.3 62.6

24.3

28.4

20.1

16.9
56.7

71.9 70.9
78.7
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建設廃棄物の発生量とリサイクル率

建設廃棄物発生量の推移

52 57.4

72.3
63.9

13.6
14.1

11.2
15.6
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ﾄ
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建築工事

土木工事

0.0%

100.0%
建設発生土  

ｱｽ･ｺﾝ塊

ｺﾝｸﾘｰﾄ塊

建設汚泥混合廃棄物

木くず

廃棄物全体

旧建設省１２年
度達成目標

１２年度

リサイクル率比較表

53%
32%

6% 4%
1%1%3% 汚泥

コンクリート塊

アスファルト

ガラス陶磁器

混合廃棄物

木材

その他

建設廃棄物の種類別発生量

（2000 年度　　79.5 万トン）
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３．グリーン調達の取り組み

2000 年度の再生資材の使用率は再生砕石

31.0％、再生アスファルト・コンクリート53.5％、

建設発生土 9.0％でした。2001年度からこの他

に電炉鋼材、高炉セメントを加えた 5 品目を中

心に東京 ・関西両支社で、2002 年度からは他

の支店でも積極的に環境に配慮した資材を使

用する活動を開始する予定です。

４．周辺環境対策

(1)法遵守の状況

　すべての工事所で環境関連法規制等登

録表を作成し、該当する法規制とその他の

要求事項を遵守しています。

(2)建設公害対策

工事の実施に当たって、工事所周辺地域

で生活環境や自然環境に影響を及ぼさな

いように配慮をしています。

■騒音 ・振動対策

多くの工事所では低騒音型　・低振動型

建設機械を用いて施工し（バックホウ等低騒

音 型 建 設 機 械 の 使 用 工 事 所 数 は 全 体 の

76.7％）、市街地におけるシールド工事や地

下鉄工事では防音ハウスを設置しています。

山岳トンネル工事ではすべての工事所で

坑口に防音扉を設置したり、広島支店藤の

脇トンネル工事所のようにスロット削孔工法、

制御発破工法を採用する等で周辺地域の

生活環境への影響を防止しています。

■大気汚染対策

工事中に大規模な裸地が生じる場合にはほこり

が発生しやすくなるので、散水して防止していま

す（実施工事所数316 件、全工事所の55.3％）。

　山岳トンネル工事では排ガス対策型建設機

械を使用する（使用工事所数 25 件、対象工事

所の 92.6％）とともに、集塵機を設置して発生

した粉じんを捕集し、清浄空気を外に排出して

います（集塵機設置工事所数19件、対象工事

所の 70.4％）。名古屋支店新日本坂トンネル工

事所では当社が技術開発した電気集塵機を

使用しました。また、すべての工事所で使用す

る建設機械や資材運搬車両についてアイドリ

ングストップを実施し、積極的に建設機械の合

理的な運転を行っています。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設発生土

アス・コン塊

砕石

利用率（％）

再生材

新材

再生資材使用率

広島支店　藤の脇トンネル工事所

名古屋支店　新日本坂トンネル工事所
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■水質汚濁対策

工事所から排出する濁水は適正に処理

して下水道や河川等の公共用水域に放流

しています。名古屋支店岡崎細川トンネル

工事所ではそだ
．．

ろ過による高度処理水を農

業用水路に放流し、また九州支店久七トン

ネル工事所では木炭充填のろ過施設を設

けて河川に放流しました。

(3)廃棄物対策

■発生の抑制

木製型枠は熱帯材から作られており、熱

帯森林資源の保護のためにプレキャスト化

工法等の採用や転用率の向上、代替型枠

の使用について半数以上の支社店で目標

をあげて取り組んでいます（合板型枠削減

活動実施工事所数 148 件、全建築現場の

55.6％）。東京支社板橋工事所では外殻プレ

キャスト（エコカラム）を使用し、資源の有効

利用、廃棄物低減と同時に、工期短縮、コス

ト低減に効果をあげました。

■分別保管

工事所で発生する建設廃棄物を処理方

法やリサイクルに合わせ、可能な限りの分別

保管を行っています。

■リサイクル

廃棄する汚泥のリサイクル率はコンクリー

ト塊やアスファルト・コンクリート塊に比べて

低い状況にあります。広島支店倉吉下水

（企）工事所では地盤改良工と推進工で発

生する汚泥を粒状に加工して盛土材として

再利用し、また販売して廃棄物の発生量を

削減しました。

名古屋支店　岡崎細川トンネル工事所

東京支社　板橋工事所

東京支社　三共浜田山工事所

広島支店　倉吉下水（企）工事所
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■廃棄物委託処理の管理

すべての工事所で委託処理した建設廃

棄物のデータをインターネットで施工部門へ

報告　・管理するシステムを採用しています。

関西支社淀川シールド工事所ではマニフェ

スト発行システムを採用しました。

(4)環境リスクの管理

工事中に発生する環境事故や台風等自

然災害による周辺住民への環境影響が予

想されます。これを防止するために工事所ご

とに事故　・緊急事態対応計画を立て、緊急

資材の整備や訓練　・テストを行って万一の

発生に備えています。

(5)工事事務所の省エネ ・省資源活動

工事所事務所や作業員詰め所では本支

店の事務業務と同様に省エネルギー活動、

コピー用紙の削減、事務所ゴミの発生量削

減など資源有効利用のための活動を行って

います。

(6)自然環境保全

山間部で行われる道路工事などでは自然環境

の保全に配慮した施工を行っています（考慮した

工事所数 13 件、4.2％）。ここでは工事にかかわる

自然環境保全の事例として以下の２例を紹介しま

す。

   ①関西支社かさぎゴルフ場では工事の実施に

際して貴重種の八丁トンボの生息地を保護

のために移設しました。

  ②東北支店八甲田トンネル工事所ではク

マタカの飛来コースに当たるため、工事

関連施設の彩色を刺激の少ないもの

に変え、樹木伐採の工程の調整等配

慮をしました。

関西支社　淀川シールド工事所

関西支社　狭山シールド工事所

東京支社　富士宮 JV 工事所

東北支店　八甲田トンネル工事所
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  オフィスでは1999 年度より紙 ・電気の使用量

の削減に、2000 年度からはゴミ発生量の削減と

グリーン購入に取り組んでいます。

１．オフィスでの紙使用量の削減

  全社でコピー用紙削減のための運用ルールを

定め紙の使用量を削減しています。その結果、前

年比 6.1％の削減が達成できました。次年度も引

続き削減に取り組みます。

■コピー用紙削減のための運用ルール

 ①両面コピーの励行

 ②不要になったコピー用紙の裏面使用

 ③電子メールの有効利用

 ④パソコン　・プロジェクターを使用した会議に

よる資料削減

　

２．オフィスでの電気使用量の削減

  全社で電気使用量削減のための運用ルール

を定め電気使用量を削減しています。その結果、

前年比 3.2％の削減が達成できました。次年度も

引続き削減に取り組みます。

■電気使用量削減のための運用ルール

　①昼休みおよび不使用時の消灯

　②使用しないＯＡ機器の電源 OFF

　③室内温度の設定（夏期 28℃ 冬期 20℃）

　④エレベーターの使用は

  　 上り３階段以上   下り４階段以上

オフィスでの紙使用量

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1999年度 2000年度
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用
量

（
千
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）

オフィスでの電気使用量

0

1,000

2,000

3,000

4,000
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量

（
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w
h

）

  オオフフィィススににおおけけるる環環境境保保 全全 活活動動

1999年度 10,563,000 枚

2000年度 9,919,000 枚

削 減 率 6.1 ％

（Ａ４換算）

1999年度 3,489,000 kwh

2000年度 3,376,000 kwh

削 減 率 3.2 ％
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３．オフィスでのごみ発生量の削減

  主要オフィスで分別ごみの取り組みを展開し

ています。全体では 55％のリサイクル率ですが、

リサイクル率の高いものと低いものとがあります。

棒グラフの「その他」には「プラスチック」も含めて

表示しています。今後は、リサイクル率の低いもの

を高める取り組みを進めます。

４．オフィスでのグリーン購入活動

  全社で事務用品におけるグリーン購入に取り

組んでいます。現在は次の５項目を対象製品とし

て実施しており、2000 年度のグリーン購入率は

60％でした。今後は対象製品および購入率を増

やしていきます。

■グリーン購入対象製品

 ①文具

 ②ＯＡ紙

 ③名刺

 ④外注印刷

 ⑤トイレットペーパー

0

20

40

60

80

紙 新
聞

雑
誌

ダ
ン
ボ
ー
ル

缶
　
・
ビ
　
ン

そ
の
他

発

生

量

（ｔ ）

 処分量

リサイクル量

種類別発生量とリサイクル量

単位：ｔ
発生量 リサイクル量 リサイクル率

紙 70.4 26.5 38%
新聞 11 11 100%

雑誌 16.1 16.1 100%
ダンボール 6.4 6.4 100%

缶・ビン 4 4 100%
プラスチック 7.8 0.3 4%
その他 5.4 2.1 39%

合計 121.1 66.4 55%

オフィスでのグリーン購入

40%

60%

グリーン製品

グリーン製品以外

単位：円

全事務用品費 4,422,000

グリーン購入費 2,645,000

グリーン購入率 60%

ごみ分別収集

ごみ減量表彰
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汚染土壌

貯留水槽

水道水

分級装置

洗浄剤

ﾄ゙ ﾗﾑ式洗浄装置

水処理設備

粗粒分

細粒分

二次洗浄装置

再利用

振動ふるい

場外処分

洗浄剤

排水

ﾊ゙ ｷｭー ﾑ処理汚泥

１．環境創造  土壌・水質浄化

汚染土壌浄化 ・修復システム

排水や廃棄物の不適切な取り扱いによる土

壌　・地下水汚染が顕在化する中で、土壌浄化

への関心が高まっています。汚染は発生原因、汚

染物質の種類、土壌および地下水の状態により、

規模や形態は多様です。このような土壌 ・地下

水汚染に対し汚染調査から、浄化計画、浄化工

事、モニタリングに至るトータル的な浄化システム

です。

２．環境創造  緑化、修景

(1) 屋上緑化システム

都市のヒートアイランド現象を抑制し、都市生

活に安らぎのある快適空間を提供します。人工地

盤は高吸水性樹脂を埋設することにより、従来に

比べ土壌の層厚を薄くしています。

日射の遮断と植物の蒸散により温度の上昇を

防ぎ、建物の空調負荷を低減するだけでなく、無

機的な建築空間に潤いが与えられ、自然とのふ

れあいを楽しむこともできます。

(2) コンクリート構造物の壁面緑化

建物等の壁面を緑化することは都市の環境を

改善するとともに心地よい空間を提供します。コ

ンクリート構造物の無機的で硬く大きな壁面を緑

化すると建物自体も美しくなりますが、鉛直壁面

は遠くからでも見ることができるので、都市景観が

大きく向上します。

本工法は、地面やプランターの代わりとなる植

生基盤を壁面に直接貼り付け、緑化基盤へとし

み出していく自動灌水装置によって壁面全体が

湿潤となり、植栽が維持され美観を保つので、既

設、新設に関係なくいかなるコンクリート構造物に

も対応できます。

土壌洗浄処理の例をフロー図に示します。

浄化修復技術は、汚染状況により、多岐な方

法の適用が可能なケースが通例であり、調査結

果や浄化目標により適切な方法を選択します。

  環環境境保保全全にに関関すするる技技術術 開開発発

高吸水性樹脂を埋設した芝の植栽

コンクリート壁面緑化
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３．環境創造  音響、空調

低温冷風パッシブリズミング空調システム

空調を断続的に運転するパッシブリズミング空

調と、氷蓄熱システムと夜間電力を利用する低温

冷風空調を組み合わせた空調システムで、室内

環境は従来空調に劣らない快適性が確保されま

す。低温にすることにより設備を小型化でき、夜間

電力の利用と断続運転によりランニングコストの

低減と省エネルギー化が図れます。

４．資源循環　コンクリート

(1) リ ・バースコンクリート

解体コンクリート廃材を現場内で破砕し、破砕

物をそのまま骨材として、セメント、水、混和剤を

加えてミキサーで製造する「コンクリート廃材を全

量使用した」「オンサイト・クローズド型」の再生コン

クリートです。専用製造装置「リ・バース号」は、

(2) 石炭灰利用吹付けコンクリート

　石炭火力発電所から排出される石炭灰を有効

に利用するため、吹き付け材料のうち、セメントと細

骨材の一部を石炭灰に置き換えた吹付けコンク

トラック１台で現場間を容易に移動することができ

ます。解体コンクリート廃材の搬送や高度処理が

ないため、エネルギーの消費量や CO2 の発生量

が少なく、環境負荷が小さくなります。また、製造コ

ストは、コンクリート廃材の処分費用とコンクリートの

購入費用の合計より低減することが可能です。

ミキサミキサ

クラッシャークラッシャー

現場サイト内

専 用 製 造 装 置

計 量計 量
ホッパホッパ

急 傾 斜急 傾 斜
ベルコンベルコン

⑤ 計量
・破砕物

⑤ 計量
・水

⑤ 計量
1)袋セメント整数倍
2)サイロ自動計量

⑥ 練り混ぜ

② 投入
・20～30cmｺﾝ塊
・0.45m3ﾊﾞｯｸﾎｳ

⑦ 運搬
・ﾎｲー ﾙﾛー ﾀ゙
・小型ﾀ゙ﾝﾌ゚

① コンクリートの
解体・集積

⑧ 打設

③ 破砕
・0～30mm

④ 搬送

⑤ 計量
・破砕物
⑤ 計量
・破砕物

⑤ 計量
・水
⑤ 計量
・水

⑤ 計量
1)袋セメント整数倍
2)サイロ自動計量

⑤ 計量
1)袋セメント整数倍
2)サイロ自動計量

⑥ 練り混ぜ⑥ 練り混ぜ

② 投入
・20～30cmｺﾝ塊
・0.45m3ﾊﾞｯｸﾎｳ

② 投入
・20～30cmｺﾝ塊
・0.45m3ﾊﾞｯｸﾎｳ

⑦ 運搬
・ﾎｲー ﾙﾛー ﾀ゙
・小型ﾀ゙ﾝﾌ゚

⑦ 運搬
・ﾎｲー ﾙﾛー ﾀ゙
・小型ﾀ゙ﾝﾌ゚

① コンクリートの
解体・集積

① コンクリートの
解体・集積

⑧ 打設

③ 破砕
・0～30mm
③ 破砕
・0～30mm

④ 搬送④ 搬送

製造装置 リ ・バース号
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リート工法です。石炭灰を混合しても、材料の特

性を十分活かした配合設計を行うことにより、必

要強度を確保することができるとともに、長期材齢

での強度の伸びが大きく、吹き付けの跳ね返り量

が著しく少なくなります。混和材料として一般的に

使用されている、分級機を通した ＪＩＳ規格の石

炭灰（フライアッシュ）ではなく、燃焼後に集塵さ

れたままの原粉(エコパウダー)を使用することに

より、吹き付け工事のコストダウンと石炭灰のリサ

イクルを図っています。

(3) 構造物解体処理システム

ダイオキシン類対策法の施行により、既存の焼

却場を撤去するにはダイオキシン類対策法に沿

った各排出基準を満足させる解体工法が必要と

なりました。

本システムは、汚染された構造物や建物を周

辺環境を汚染することなく安全な作業環境のもと

で解体し、解体材料のリサイクル、有害物の処理

を行うものです。解体時は、建物内部を負圧にし

特殊なフィルター（HEPA フィルター）で除塵を行

い、またミスト状の水滴を噴霧（セミウェット方式）

することにより浮遊粉塵を抑制します。

当社では、汚染コンクリート再生処理技術や周

辺環境に配慮した煙突解体工法を保有し、多く

の施工実績を積み重ねていますが、これらの技

術に加えて建物全体を除塵 ・除染しながら解体

する工法を新たに開発し、汚染された構造物や

建物を解体するシステムとして確立しました。
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石炭灰を使用したコンクリートの吹き付け
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５．廃棄物処分場  最終処分場

(1) 自然加圧修復システム

最終処分場建設技術において高い安全性と

信頼性を有した遮水システムです。遮水シートの

破損に対して、流動特性が水に近いコロイド溶液

が新しい遮水膜を自然形成することで遮水性能

を自己修復し、浸出水の外部漏洩を防止します。

基本システムとそれらの機能を最適に実行する

プラントシステムから構成され、高品質の遮水性

能と安定したシステムを実現しています。

(2) 廃棄物の安定化促進システム

  近年、一般廃棄物、廃プラスチック、汚泥等の

産業廃棄物の処理方法として、灰溶融炉、ガス化

溶融炉の導入が増加しています。当社は他企業

と共同で、溶融スラグの特性を利用した廃棄物の

安定化を促進する実証研究を行っています。溶

融スラグは普通土に比べ粒径が大きく均一性が

高く、透水性と通気性に優れた材料で、管理型処

分場の覆土等に利用することにより廃棄物層内

に水や空気を合理的に循環させ、安定化促進を

図ります。周辺環境に対する安全性を高め、

(3) 最終処分場のキャッピングシステム

廃棄物最終処分場の埋立終了に伴い、環境

保全や美化を図り、跡地の利用や管理を容易に

することを目的としたキャッピング（被覆工）システ

ムです。最終覆土終了後の処分場を遮水シート

により被覆した後、浸透水排水層を設け、緑化用

の表土を設ける構造としています。雨水や浸透水

を処分場外へ導くことで水処理費を低減し、発生

ガスを速やかに場外へ導くことで跡地利用時の

安全性を高めています。

覆土材に溶融スラグを使用することでより多くの

廃棄物が処分できるため、処分場の延命化も図

れます。

自然修復の原理

キャッピングシステム

遮水シート

土粒子浸出水 or 地下水

コロイド溶液 中間材

シート破損部

泥膜

実証実験設備
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社員教育 ・内部監査

  社内教育として全社員を対象としたＥＭＳシス

テム教育と内部監査員教育とを実施しています。

内部監査員教育には、監査員を養成するための

内部監査員養成教育とレベルアップを目的とす

る内部監査員レベルアップ教育とがあります。

  内部監査員数は現在 394 名で全職員数の

12.2％です。内部監査は延292 部署、ＥＭサポー

トは延731 部署で実施しました。なお、ＥＭサポー

トは内部監査を補完する目的で工事所に対して

実施しているものです。

  このような活動を展開し、環境マネジメントシス

テムに取り組んでいます。

１．ISO14001 認証取得

  2001 年５月までに全支社店において ISO14001

の認証を取得しました。審査機関は（財）建材試

験センターです。全社で目的 ・目標を設定し、そ

れに向けた継続的改善に取り組んでいます。

内部監査 延292部署（店内64 工事所228）

ＥＭサポート延731部署

内部監査・ＥＭサポート実施数

全員システム教育

  社社員員教教育育　　・・内内部部監監査査

EMSシステム教育 2663名

内部監査員養成教育 276名

内部監査員レベルアップ教育 398名

社内教育

  ココミミュュニニケケーーシショョンン  ・・社社会会貢貢献献

全職員数 3223 名

内部監査員数 394 名

比率 12.2%

内部監査員数

内部監査実施状況

認証授与式
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２．コミュニケーション ・社会貢献

  工事現場周辺の清掃を実施したり、小学生を

対象とした現場見学会を開催し、地域とのコミュ

ニケーションを図っています。また、土木の日には

技術研究所を一般公開しています。

３．新聞発表

発　表　日 発  表  内  容

00.04.19 二次覆工を省略したシールド工事でＣＯ２排出量を26％削減

00.06.21 奥村式オンサイト・クローズド型再生コンクリート

「リ　・バースコンクリート」を開発

00.08.01 小型・軽量で高効率のスロット削孔機「スロットスター」を開発

00.09.06 インターネットによる建設副産物データの管理システム

00.11.08 超高層構造物の解体工法を開発

01.01.19 奥村式現場製造再生コンクリート「リ　・バースコンクリート」で

製作したブロックを福祉の荒川づくり整備工事に採用

近隣清掃

現場見学会

インターネットによる

建設副産物データ管理システム

振動台体験
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４．展示会

展示会名 主催 開催期間 展示テーマ

国際環境展 東京国際見本市協会 4月13～16日 自然加圧修復システム

ＥＥ東北2000 東北地建 5月31～6月1日 自然加圧修復システム

ゼロエミッションフェア2000 日刊工業新聞社 11月11～14日 リ　・バースコンクリート

エコプロダクツ2000 産業環境管理協会 12月14～16日 リ　・バースコンクリート

くまもと県民環境フェア
くまもと県民環境フェア

実行委員会
2月2～４日

リ　・バースコンクリート

最終処分場安定化システム

最新ごみ処理新技術セミナー 長野県 2月20～21日 自然加圧修復システム

　おわりに
　　　この報告書では、当社が日頃取り組んでいる環境保全活動を皆様に理解していただくために、

　　写真等を多く掲載し、できるだけわかりやすく表現することを心がけました。今後もよりよい

　　ものを目指し、情報の開示を続けてまいります。

　　　掲載内容に関するご意見、ご質問等がございましたら下記までご連絡をお願いいたします。

　　当社ホームぺージ上の E-mail でも受け付けております。

　　　なお、この報告書の公表はホームぺージを主体としております。紙面で必要な場合は、お手

　　数ですがホームぺージからダウンロードし、プリントアウトしていただきますようお願いいた

　　します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当部署：株式会社奥村組　本社品質環境管理室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話  06-6625-3834

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX  06-6623-5780

    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　URL　http://www. okumuragumi.co.jp

くまもと県民環境フェアゼロエミッションフェア 2000


